






















































　フランスでは，貨幣（通貨金融法典 L. 121⊖ 1条を参照。）および紙幣（同法






法典 R. 642⊖ 3条によると，「フランスにおいて，その価値に従って流通する法
4
定通用力
















［CARBONNIER 2000, no 331］［BÉNABENT 2012, no 801⊖ 1］［TERRÉ, SIMLER, 




みによる支払いは，「間接的な弁済方法（moyen indirect de paiment）」にあた
り，現金化（encaissement）されない限りは，厳密な意味における弁済（paie-
ment）には当たらないと述べるものもある［TERRÉ, SIMLER , LEQUETTE 2013, 
no 1341］。他方で，口座残額を「金銭（monnaie）の特別の形態」として理解
し，振込指図の実行（exécution dʼune ordre de virement）を「預金通貨（monaie 
scripturale）の提供」に当たると述べるものもある［DEVÈZE , PÉTEL 1992, no 
392］。後者の見解のように，口座残額を「金銭の特別の形態」とする理解は，
「フランスの学説において革新的役割を果たした」［LIBCHABER 1998, no 91］
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定額を超過する場合には，現金とは異なる方法でなさなければならないものと
されている（通貨金融法典 L.112⊖ 6条）。すなわち，通貨金融法典 D.112⊖ 3条
によると，①債務者がフランスに財務上の住所を有する，または，債務者が専
門的活動のために行動する場合には，3，000ユーロを上限として自由に支払手
段を選ぶことができるし（2015年 6月24日のデクレ（Décret n° 2015⊖741 du 24 






と説明されている（V.［LASSERRE CAPDEVILLE 2010, no 5］,［TERRÉ, SIM-







える場合には（1983年 9月30日のデクレ Décret n°85⊖1073によって10，000フラ











類の決済（règlement）は，十分に確実だからである」［FLOUR, AUBERT , 
SAVAUX 2013, no 113］と述べるものもみられる。しかし，一般的には，特別
の規定が適用される場合を「除くとき」に，債権者は，現金以外の支払手段を
拒絶することができるものと理解されている［LASSERRE CAPDEVILLE 2010, 
no 12］［BÉNABENT 2012, no 801⊖ 1］［TERRÉ, SIMLER , LEQUETTE 2013, no 
1341］。そして，このように特別の規定が適用されない場合であっても，現金
以外の支払手段を拒絶するときには，消費法典 L. 113⊖ 3条を適用して，事業
者が取引に関する固有の条件として，そのことを明示する義務があると主張す







しても，弁済として有効であることを認めている［FLOUR, AUBERT , 







によって可能となる。通貨金融法典第 1編第 1章第 2節第 2款には，「決済力
（le pouvoir libératoire）」という用語がその款のタイトルになっている。また，
法定通用力のある貨幣には，法定通用力と「決済力」とを有することも規定さ
れている（同法典 L. 121⊖ 2条）。しかし，条文中にその定義はなされていない。






払うこととされた（現在は，前述 IV. 1 .B.iiの通りである）。それ以前は，預金
通貨は，「法定の決済力（le pouvoir libératoire légal）」を有していなかったが，
その状況においても，債権者が預金通貨による支払いを任意に受領して，これ
によって債務者が法的に債務から解放されると考えられており，この意味にお
いて，預金通貨は「法律上の決済力（le pouvoir libératoire de droit）」があった
のに対して，1940年10月22日の法律施行後は，預金通貨は，単に，「法定の決
済力」を有するのみならず，これを支払いに用いる義務があるという意味にお
いて「強制的決済力（le pouvoir libératoire forcé）」を有するようになったもの



























on Payment Services, DIRECTIVE 2007/64/EC）（以下，「PSD 1」という。2013
年に，改正案が欧州委員会により提案された。以下，この改正案を「PSD 2
（委員会案）」という。）を国内法化するまでは特別の法律がなく，債務法の一
般規定によってきた［STOUFFLET 2012, no 476］。口座振込みは，①委任と②
記帳（écriture）の二つの作用から成り立つものと理解されている［MARTIN 
1989, p. 149］［DEVÈZE, PÉTEL 1992, no 390］ ［BONNEAU 2007, p. 27］［CO-




貸方記帳〔入金〕（inscription au crédit）とを通じて，「現金の移転（transfert de 





PÉTEL 1992, no 398］。
　そこで，問題は，振込指図をいつまで撤回できるのかということである。振









［RIVES-LANGE 1968, no 16］［CABRILLAC 1980, no 383］とが存在した（これ




　このように学説に議論がある中で，破毀院判決（Cass. com., 26 janv. 1983: D. 





LAC , RIVES-LANGE 1999, no 55］とか，②借方記帳は単に振込依頼人の財産
権の放棄というだけでなく，あたかも「有体物上の財産権の実質的な引渡し
（remise matérielle en propriété de biens corporels）」のようである［MARTIN 1989, 
p. 151］とか，③振込依頼人の口座に対する借方記帳によって，振込資金が特
定されて，振込依頼人から受取人に対して，その「資金上の財産権の移転（le 












かれてきた［COQUELET 2011, no 734］。振込みに関連するさまざまな効果を振
込指図の撤回不能性に結びつける考え方が学説に見られることは，今日の破毀
院判決において，振込指図の撤回不能性から，受取人が資金について完全に権
利を獲得すること（前述 III. 2 .B〔東洋法学59巻 1号214⊖216頁〕，2007年破毀






撤回不能性が立法により明確にされている（2009年 7月15日のオルドナンス no 
2009⊖866）。
　PSD 1は，「完全に自動化された現代的な決済制度」においては，手動でな
される支払指図（payment order, ordre de paiement）の撤回のために高額な費用
がかかり，その制度の迅速性のためには，「支払いの明確な撤回期限（a clear 
deadline for payment revocations, un délai de révocation du paiement）を定めること
が必要である」ことから（PSD 1 の説明（Recital）（38），PSD 2（委員会案）
の説明（59）も同様。），先日付指定などの事情のない限りは，支払人の決済
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る者を指しており（PSD 1 第 4 条 7 号。PSD 2（委員会案）第 4 条 8 号も同
様。），口座振込みの場合の振込依頼人も含んでいる。なお，PSD 2（委員会案）





　PSD 1において問題となる「支払指図の受領時点」（PSD 1第64条。PSD 2
（委員会案）第69条も同様。）とは，決済サービス提供者が支払指図を「単に受
領した」時を指すのであって，一定の手続きを踏んでそれを受け入れた時では
ないと考えられている（PSD 1 の説明（37）および［the Commission services 








66条 5 項。PSD 2（委員会案）第71条 5 項も同様。）［MAVROMATI 2008, p. 











いことを意味するものと指摘されている［MAVROMATI 2008, p. 240］。「ファ
イナリティ」という概念は，すでに EU決済ファイナリティ指令（Directive 















































































る（「決済取引」の定義は，通貨金融法典 L. 133⊖ 3条 I項に規定されている。































引（PSD 1第54条 2項 2段落。PSD 2（委員会案）第57条 2項 2段落も同様。）













と主張されている［The European Consumer Centers' Network 2014, pp. 4  and 6］。
　フランスも，PSD 1を国内法化して，決済サービス提供者は，無権限決済取






とができるのであるが（通貨金融法典 L. 133⊖ 3条 II項），権限付与としての
「同意」は，支払人のみがなすことができる（同法典 L. 133⊖ 6条）ものとし
て，支払指図とは区別されている。無権限決済取引は，後者の「同意」を欠く
場合を指している。この同意も，支払指図が撤回不能になるのと同時期に，撤
回できなくなるものとされている（通貨金融法典 L. 133⊖ 7条 3段落）。




疵ある実行について，支払人に対して「厳格責任」［MAVROMATI 2008, p. 
232］を負う（PSD 1第75条，PSD 2（委員会案）第80条）。このような厳格責
任について，「立法者は，決済取引の条件をユーザー・フレンドリーに作成す








（PSD 1第75条 1項 1段落。PSD 2（委員会案）第80条 1段落も同様）。この場
合には，決済取引の適切な実行について，受取人の決済サービス提供者が受取































は，支払人は，受取人に対して，非債弁済返還訴権（action répétition de lʼindu）
を行使することになるものとされている［COQUELET 2011, no 739］［PIE-































とか，指図（délégation）であるとか説明されてきた（V. ［RIVES-LANGE 1968, 
p. 411］［BONHOMME 2008, nos 36⊖42］［DEVÈZE , PÉTEL 1992, no 391］［PIE-





の移転（transfert réel de fonds）が生じ，この移転が現金の交付（tradition de 
monnaie fiduciaire）に比肩することを学説が今日では認めているために指図
（délégation）ともいえないことを指摘する［BOUGEROL-PRUD'HOMME 2012, 




る。すなわち，受取人の振込資金に対する権利（le droit du bénéficiaire sur 








術的な意味ではないとされる［BOUGEROL-PRUD'HOMME 2012, p. 446 
（note 44）］〕。この意味において，判例〔1983年破毀院判決〕は，改正以前





力である。［BOUGEROL-PRUD'HOMME 2012, no 18］
　フランスの破毀院判例（1983年破毀院判決）及び学説は，振込指図の撤回不
能時から，受取人が振込資金上に決定的な権利を取得することについて，異論
なく認めてきたものとされている［BOUGEROL-PRUD'HOMME 2012, no 18］。
しかし，このことを説明するための一致した理解は，学説にみられなかった
東洋法学　第59巻第 2号（2016年 1 月） 309
（86）






取引も含めた決済取引にかかわる規定であって（前述 IV. 2 .B.i），債務者（支
払人である振込依頼人）と債権者（受取人）の間の弁済の効力に対して影響を
与えることを予定する規定ではないはずである。フランス通貨金融法典は，
PSD 1第 4条 5号（PSD 2（委員会案）第 4条 5号も同旨。）の定義を踏まえ
て，決済取引は，「支払人と受取人の間にあるすべての原因債務から独立し































を国内法化した「通貨金融法典 L. 330⊖ 1条 III項によって，銀行間為替システ









2001年 7 月17日判決（Cass. com., 17 juill. 2001; JCP G 2003, II, 10004, note X. 
Pradel; RD banc. et fin. 2001, comm. 178, obs. F.-J. Crédot et Y. Gérard ; D. 2001, act. 
Jurispr. p. 2738, obs. X. Delpech ; RTD com. 2001, 957, obs. M. Cabrillac.）において
も認められていた。同判決は，「計算書約束手形（billet à ordre relevé）の受領
を承諾して，申し立てない（non alléguée）という特約のない限り，当該事実
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条）が判例によって厳格に解されてきたことに反するようにみえるからであ
る。たとえば，破毀院商事部1984年 5月16日判決（Cass. com., 16 mai 1984 : D. 
1985, inf. rap., 329, obs. M. Vasseur.）は，受取人は，非債弁済の取戻しに関する
規定を欠く場合に，清算機関の規則に基づいて期間内に支払人の銀行が小切手
を拒絶できないとされていることを援用できないとする。ただし，その後，破
毀院商事部1995年11月28日判決（Cass. com., 28 nov. 1995: Bull. civ. IV, n° 271; 
RTD com. 1996. 98, obs. M. Cabrillac.）は，「特約のない限り，計算書為替手形
（lettre de change relevé）の発行によって，〔銀行の顧客は〕清算機関の規則（rè-





において違いがない」ものと考えられている［CABRILLAC 2001, p. 957］。い































2012, no 19］，「条件付弁済（paiment conditionnel）」という考えを提示する。す
なわち，小切手については，破毀院民事部2001年 4月 4日判決（Cass. Civ. 1 re, 







ることを確認する』ことを示す」［BOUGEROL-PRUD'HOMME 2012, no 30］と
指摘される。
　さらに，履行の効果としての「免責と消滅とは，実際には，同一事実のふた




件としている〕」［BOUGEROL-PRUD'HOMME 2012, no 27］という。
　このような「条件付弁済」という考え方は，債権法の代表的な教科書におい
ても，振込みに関する記述ではないが，類似の説明を発見することができる。











































令 の 改 正 案（Proposal for a DIRECTIVE OF THE EUROPEAN PARLIAMENT 
AND OF THE COUNCIL on payment services in the internal market and amending 
Directives 2002/65/EC, 2013/36/EU and 2009/110/EC and repealing Directive 
2007/64/EC）」（PSD 2（委員会案））を紹介し，本稿において PSD 1に基づい
て研究したことが，PSD 2（委員会案）においても同様に議論しうることを確







として，消費者および企業は，支払指図（payment orders, ordres de paie-
ment）〔「支払指図」とは「支払人または受取人によって，その決済サービ
ス提供者に対して，決済取引の実行を求める指示（instruction）」を意味す
る（PSD 2（委員会案）第 4 条18号）。「支払人（payer）」とは，「決済口
座を保有してその決済口座から決済指図を許可する（allow）自然人もし
くは法人，または，決済口座がない場合には，決済指図を与える（give）
自然人もしくは法人」を意味する（PSD 2（委員会案）第 4条 8号）。〕が
実行される期間についての確かな認識を必要とする。それゆえに，本指令
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するものとされている（PSD 2（委員会案）の第 4条11項，Annex I〕
に対して，口座を管理する決済サービス提供者〔「口座を管理する決
済サービス提供者（account servicing payment service provider）」とは，
「支払人のために決済口座を提供し，維持する決済サービス提供者」













































































































































































1．加盟国は，受領の時点（the point in time, le moment）が，支払人によっ
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⊖ 　第79条　誤った固有 ID（固有識別子）〔PSD 1の第74条に相当する。〕






















































































































































⊖ 　L.133― 3 条　消費契約に適用される売買の一般的条件は，次のものに言
及しなければならない。
　　 1 o 経済大臣の政令によって定められた態様に沿って，存在，取引開始条
件，および，売り主の負担すべき一致の法定保証（garantie légale de con-
formité）および売買目的物の欠陥に関する保証の内容。
　　 2 o 必要な場合には，商業的保証の存在および事前サービスの存在。
C．通貨金融法典





L.111― 1 条　フランスにおける金銭は，ユーロとする。 1ユーロは，10セン
トに分割される。
　　第 2節：金銭の利用に関する規定
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たは，預貯金口座もしくは決済サービスを提供する決済機関または電子マ























L.112― 6 ― 1 条〔公証人による当事者のための支払いの授受〕〔略〕











L.112―10条　給与は，労働法典 L. 3241⊖ 1条に定められた要件に従って支払わ
れるものとする。
〔労働法典 L.3241― 1 条　〔第 1段落〕定められた方法による給与の支払いを課
す規定にしたがって，給与は，現金によって，または，線引き小切手に
よって，もしくは，預貯金口座への振込によってなされるものとする。





　　　第 5 款：一定の支払手段（instrument de paiement）に対する費用または
値引き　L. 112⊖11条から L. 112⊖12条〔略〕
　　第 3節：ユーロ単位への交換　L. 113⊖ 1条　〔略〕
　第 2章：通貨（La monnaie fiduciaire）
　　第 1節：金属貨幣（Les monnaies métalliques）
　　　第 1款：貨幣（Les pièces métalliques）




L.121― 2 条　フランス国内における流通の用にあてられた法定通用力（cours 
légal）および決済力（pouvoir libératoire）のある貨幣は，パリ造幣局（la 
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Monnaie de Paris）によって鋳造される。
　　　第 2款：紙幣（Les billets de banque）









L.123― 1 条　銀行券および貨幣（piece de monnaie）は，知的財産法 L. 122⊖ 4
条および L. 335⊖ 2条による知的作品のために定められた保護を享受する。
発行当局は，著作権（droits de l'auteur）を与えられる。
　第 3章：預金通貨（la monnaie scripturale）の手段
　　第 1節：銀行および郵便局の小切手（le chèque）　L. 131⊖ 1条から L. 131⊖
87条〔略〕
　　第 2節：為替手形（la lettre de change）および約束手形（le billet à ordre）　
L. 132⊖ 1条から L. 132⊖ 2条〔略〕
　　第 3節：他の支払手段に適用される規定
　　　第 1款：適用範囲および定義
L.133― 1 条　Ⅰ．本節の規定は，L. 314⊖ 1条 II項に定義された活動範囲にお

























いて，L. 133⊖ 1 ⊖ 1条，L. 133⊖ 7条 3段落および 4段落，L. 133⊖ 8条〔支
払指図の撤回不能性〕，L. 133⊖19条，L. 133⊖20条，L. 133⊖22条，L. 133⊖23
































































































































































































































































































　　　第10款：適用可能な費用　L. 133⊖26条から L. 133⊖27条　〔略〕
　　　第11款：少額の決済手段　L. 133⊖28条　〔略〕
　　　第12款：電子マネーの払戻しに関する態様　L. 133⊖29条から L. 133⊖38
条　〔略〕
　第 4章：フランス銀行（La Banque de France）　〔略〕







L.330― 1 条　I. 銀行間決済（règlements）制度，または，金融手段の清算およ






ファイナリティ性（le caractère définitif du règlement）に関する欧州理事会
および会議の1998年 5 月19日の指令（98/26/CE）における共通規定，及

















　　2° L. 518⊖ 1条に規定された機関または企業。
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されれば，改正された指令として公表されることになった。欧州議会により承認された
条文案は，PSD 2（委員会案）に対して欧州議会による変更が加えられているため，次
号にて，その変更箇所を紹介する。
 ―ふかがわ　ゆか・法学部准教授―
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